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東日本大震災では、「復興計画」の策定が遅れ、復興に多くの時間を要した。

住民や企業は復興の見通しがたたないため、再建する意欲を失い、早期

再建のためにまちを離れてしまう。

人口減少を招き、地域の活力が失われ、「まち」そのものの存続が危うくなる。

死者数:約1、800名
社会減:約1、000名

地域が活力を失う

人口:住民基本台帳より、推計人口:日本の市町村別将来推計人口（平成20年12月推計）より、社会減:市統計書（平成30年版）より
死者数（行方不明者を含む）:「東北地方太平洋沖地震に係る人的被害・建物被害状況一覧」（平成29年2月28日現在）より

事前復興まちづくり計画について～策定の背景
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「事前復興まちづくり計画」を策定し
ておくことで

①早期の復旧･復興事業の着手により、
まちの復興を早める

②適切な基盤整備の規模で被災地を
復興できる

③人口流出の抑制に繋がる。

より良い復興
（ビルド・バック・ベター）の実現

事前復興まちづくり計画について～策定の効果
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高知市で想定される災害について～南海トラフ地震
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高知市で想定される災害について～避難のための津波浸水想定(従来)

○南海トラフ地震と津波 ○従来の津波シミュレーション
命を守る（逃げる）行動を考えるために使います。
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〈従来の津波浸水想定（高知県防災マップ）〉

高知市で想定される災害について～
避難のための津波浸水想定(大津・介良)
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高知市で想定される災害について～最大クラスの津波による浸水想定

○今後発生の可能性がある最大クラスの津波による浸水想定

Ｐ３の想定は、津波で堤防な
どが破壊される想定で浸水を
予測したものです。
これは、命を守る（逃げる）
行動を考えるために使います。

Ｐ５の想定は、津波で堤防な
どが壊れない想定でのシミュ
レーションです。
堤防の整備効果を踏まえたま
ちづくりを考えるために使い
ます。
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高知市で想定される災害について～三重防護事業について

南海トラフ巨大地震・津波に備えるため、高知港海
岸においては、三重防護の方針により海岸保全施設を
整備することで、地域の安全・安心を確保する。

・整備内容：

第１ライン：港湾施設

防波堤(東第一)、防波堤(東第二)、防波堤(南)、

桂浜防波堤

第２ライン：湾口及び海岸保全施設

津波防波堤、水門、陸閘、堤防(改良)、護岸(改良)、

胸壁(改良)、陸閘(改良)

第３ライン：海岸保全施設

水門、堤防(改良)、護岸(改良)、胸壁(改良)、

陸閘(改良)、堤防(改良)

・事業期間：平成28年度～令和13年度

・総事業費：940億円（うち、直轄事業は670億円）

※ 総事業費に第１ラインは含まない。

【事業の目的】

【事業の概要】

レベル１：津波の浸入を防ぐ（防災）
レベル２：避難時間を稼ぐ（減災）

（高知港海岸における三重防護のイメージ）

出典：国土交通省資料を基に高知市作成 7



被害想定図～土地利用図

重ね合わせデータ
〈土地利用現況及び
公共施設配置等

（令和元年都市計画基礎調査を補正〉

○大津・介良地区の災害リスク等(土地利用現況)

8



〈築年別建物分布図〉

被害想定図～築年別建物分布図、災害リスク（洪水ハザードマップ）

重ね合わせデータ
〈洪水ハザードマップ（高知県防災マップ）〉
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重ね合わせデータ
〈震度分布図（高知県防災マップ）〉 〈液状化の危険度状況（高知県防災マップ）〉

被害想定図～災害リスク（震度分布図、液状化の危険度）

○大津・介良地区の災害リスク等(震度分布図、液状化の危険度)
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重ね合わせデータ
〈土砂災害警戒区域（高知県防災マップ）〉

被害想定図～災害リスク（土砂災害警戒区域図）

○大津・介良地区の災害リスク等(土砂災害警戒区域)
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区分 内容(右下図参照) 図表示区分

× 全壊被害の可能性:(全壊となる浸水可能性が５０%以上) 全壊被害の可能性

■(浸水深2m超)※
甚大被害の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね80％以上、全壊は概ね
50％以上) 甚大被害の可能性(浸水深2m超※) 

□(浸水深2m以下)※
大修理の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね50％以上、全壊は概ね20％
未満) 半壊(大修理)の可能性(浸水深2m以下※)

▲ :半壊家屋想定:(半壊程度の浸水可能性が50％以上) 要修理の可能性
△ :軽被害家屋想定:(一部損壊・被災なしの浸水可能性が50％以上)

軽度被害の可能性
□ 浸水なし

次頁に示す東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）から、個別建物の被害の様相について下表のように設定したものです。
■建物の被害の様相 ※建物の被災区分は東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）による
※東日本大震災の被災データの浸水深区分によるため、浸水深区分について2m「超」「未満」としている。

建物区分 浸水深

用途 構造 階数
浸水
なし

0.0～
0.5m

0.5～
1.0m

1.0～
1.5m

１.5
～

2.0m

2.0～
2.5m

2.5～
3m

3～
6m

6～
10m

10m
以上

住宅(専
用・併用)

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非住宅

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

■建物用途・構造・階数別、津波浸水深別被害の様相の設定 ■東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）※木造2階建ての場合

津波による建物の被害推定の詳細～考え方
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津波による建物の被害推定の詳細～大津・介良地区の状況
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地区の居住誘導区域内（青枠の範囲）は２m未満の浸水想定となり、建物損壊が軽微と想定されるが、大津地区では要修理の可能性が高いと想定さ
れる。

※1 東日本大震災の被災デー
タの浸水深区分によるため、
2m「超」「以下」として判
定・表示している。

※2 東日本大震災による被災
現況調査結果に基づき、基
礎調査による建築物の階数
や構造について、津波浸水
想定を重ねたものである。

凡例

田辺島地区



分野別の現況 都市計画

14出典：都市計画基礎調査

【土地区画整理事業】

①中野団地
面積：約20.0ha

②潮見台
面積：約38ha

対象区域外の中野団地、潮見台で施行され、対象区域内では実施されていません。
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大津・介良地区 復興パターン

【第１案】 二線堤形成案

道路拡幅整備 災害公営住宅の検討

【第２案】 嵩上げ案

嵩上げ二線堤整備

【両案共通】

（A）

田辺島地区 田辺島地区

住宅地ゾーン 住宅地ゾーン

○全体の主な方向性 地域の特性に応じた復興及び住み慣れた場所での生活再建
・津波浸水想定が2.0m以上となる集落・農業ゾーン（田辺島地区）の復興パターンの検討
・浸水深が２ｍ未満となる大津乙の住宅地ゾーンにおける道路基盤の改善
・その他の地域に関しては個別嵩上げ等の現地再建を基本とする（介良地区の浸水深が深い箇所はほぼ農地）

（B）

（C） （D）
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第１案
二線堤形成案

土地区画整理事業（嵩上げ）
道路基盤整備検討

二線堤（B）

（A）

第２案
現地復興案

土地区画整理事業（嵩上げ）
道路基盤整備検討

（B）

（A）

（C）

防災拠点（高須南ノ丸公園）

防災拠点（高須北の丸公園）

防災拠点（高須公園）

（D）

高須地区の復興パターンについて



高須地区 二線堤形成案
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A A’

B

B’

※二線堤高さの検討
・堤防近傍 浸水深1.35m×1.5倍+ 地盤高0.74m＝2.77m
・堤防道路 浸水深 0.46m×1.5倍+ 地盤高3.15m＝3.84m

【断面検討A-A’】

※二線堤高さの検討
・堤防近傍側道 浸水深1.28m×1.5倍+ 地盤高1.8m＝3.72m

【断面検討B-B’】

堤内地（堤防の内陸側）の空間を活用した土地利用
・堤内地に嵩上げ盛土を行い、浸水被害の軽減を図
り、観光拠点などの土地利用がされている。

宮城県名取市の事例
名取川

【高須地区】



( ) ※

防潮堤

二線堤

釜石市の防災緑地（三重の防護） ●概要
湾口防波堤や防潮堤、避難路を兼
ねた防災緑地の三重の防護により
津波の減勢を図る。

避難路機能を兼ねた防災緑地
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復興に向けたスケジュール～復興の道すじのイメージ

〇応急仮設住宅整備 〇災害公営住宅整備

〇市庁舎等の仮設整備 〇市庁舎等の整備

〇公的サービスの機能復旧

〇市街地・公共施設整備（現地再建，嵩上げ再建，新市街地整備，高台移転等）

〇住宅の応急修理 〇恒久住宅の再建

〇耐震化を考慮したライフライン（水道，下水道，電気，通信，ガス）の整備

〇総合的な臨時相談窓口の設置

〇仮設診療所整備
〇健康相談・心のケア
〇被災者の生活支援・自立支援に向けた取組み

〇地域で支え合う体制づくりの整備 〇地域コミュニティの再生支援 〇地域コミュニティ活動拠点（ふれあいセンター等）の整備

〇児童・生徒の就学支援〇学校施設の機能復旧・仮設施設整備 〇保育所、市立小・中・高等学校の整備 〇防災教育の推進 〇災害・教訓の継承

〇文化財等の災害復旧

〇再建資金の相談

〇街路市等の再開
〇産業団地等の整備 〇産業基盤の整備 〇産業の本格復興と新たな産業の推進

〇共同仮設工場・店舗整備 〇賑わいと活力ある商工業の支援・推進

〇仮設排水対策 〇基盤整備（塩害対策） 〇施設整備 〇生産効率の高い農業の推進
〇市場・水産加工場等の本格再開

〇地域資源を復活（おきゃく，よさこい祭り）

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目

観光業

住宅・まち

づくり

保健・医

療・福祉

地域コミュ

ニティ

教育・人づ

くり

商工業

農林業

水産業

災害ボランティア

災害発生

住宅・生活再建相談

心のケア

集会所での学習支援 教訓・ノウハウ集

皿鉢料理

日曜市

省エネの推進

仮設校舎 旧関川家住宅
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事業 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年
まちづくり計画

農
地・
集
落
ゾ
勖
ン

嵩上げ 土地区画整理事業

二線堤形成
案の場合

道路事業 (二線堤整備関連)

住
宅
地
ゾ
勖
ン

道路の整備 道路事業

地区計画

その他の事業等
○先端技術の積極的な導入
○継続的な津波避難対策
○立地適正化計画に沿ったまちづくりの推進
○災害時に使用可能な用地の確保と活用
○地区特性を踏まえた災害公営住宅の供給
○なりわい再生に向けた土地利用の推進
○歴史・文化・自然資源などの再生・活用
○復興まちづくりに関係する主要な事業

検討・

策定
地区復興
まちづくり計画書

復興まちづくり計画の策定
※住民意向の把握・反 復興まちづく協議会

映により地区の復
興の基本方針とな
る計画づくり

①復興計画の期間
復興パターンに示されたまちづくりの実現に向けたスケ

ジュールを設定します。おおむね発災後の１年間は、復興ま
ちづくり計画の策定を想定し、１年後から事業に関する調査や
調整を実施（１～２年）、その後に事業着手、住宅建設等が進
むと想定します。

高知市事前復興まちづくり計画復興基本方針では、発災

から約1か月の応急復旧を「応急対策期」とし、約1か月から約
8年間の復興を「復旧・復興期」としており、 発災後8年間を目

途としてハード整備を含めて完了を目指します。



液状化について
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液状化について
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災害危険区域の指定による建築制限の目的

災害危険区域等にある既存不適格等の住宅等の移転や改修への支援制度

・ 災害危険区域とは、津波や高潮、出水（洪水）などの自然災害による危険性が高い
場所に指定されるもので、大規模災害が起きた被災地等において、区域内の建築
物を制限や禁止することで災害による被害を予防することを目的としています。 (自
治体ごとに特性に応じて内容が定められます。東日本大震災で甚大な被害を受け
た岩手県宮古市の条例事例について右図参照)

・ 災害危険区域は、建築基準法第39条の規定に基づき、地方公共団体が、津波、高
潮、出水等による危険の著しい区域を条例で指定し、住居の用に供する建築の禁
止等、建築物の建築に関する制限で災害防止上必要なものを当該条例で定めるこ
とができる制度です。

・ 制限がかかる区域内に現存する建物等が、安全な区域に移転する場合に、公共に
よる支援制度があります。

※宮古市HPを参考に編集

■災害危険区域における建築制限の事例
(自治体ごとに特性に応じて内容が定められます。東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県宮古
市の事例です。)

※国土交通省HP及び宮古市HPを参考に編集・加工

〇制限の対象となる建物【宮古市事例】

・住宅等の建築禁止

・想定浸水深２m以上 ・浸水深２m以上(下記の2種は１m～２m未満、３種は1m未満)

〇想定される浸水深に応じた建築制限の内容事例【宮古市事例】

・がけ地近接等危険住宅移転事業
災害危険区域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転等に対して支援します。
東日本大震災の復興に関する宮古市事例について下表参照。

■ ( )

建築制限及び支援について
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■現地再建方策のイメージ

※仙台市HP

■現地再建(盛土や基礎の嵩上げ等)に関する支援事例(仙台市）

※対策イメージについて水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン
(令和３年５月、国土交通省 都市局水管理・国土保全局住宅局)

仙台市では東日本大震災から
の復興に際し、市が指定する補
助対象区域(災害危険区域外
※) について、現地での戸建て
住宅の再建のための盛土や住
宅基礎の嵩上げ等に対して、
支援が実施されました。

※仙台市では、(東日本大震災
の復興において)予測される
浸水深２mを超える区域は災
害危険区域として住宅等は建
築禁止、移転に際して別途支
援が実施されています。

住宅基礎・敷地の嵩上げ(盛土)

住宅等の再建に際しての支援の実施
※支援の対象となる区域を定める。

・補助対象・期間を限定して設定(仙台市事例)
・災害危険区域指定において想定浸水深２m未満に関
する建築制限区域を定める(建築可能な用途、構造を
定める→宮古市の災害危険区域における第２、３種区
域の制限参照)

※支援内容の事例は右に示す仙台市事例参照

現地再建方策及び支援事例について
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再建による費用負担について

25

30代・女性
夫・子ども２人の４人家族
築10年
地震保険 未加入
建物被害 大規模半壊

■個人で再建する場合

ケース１ 現役世代・大規模半壊

①新築で建て直す

必要な費用 4,000万円

引ける支援

自己負担

3,650万円

借りられるお金（返済が必要）
・災害復興住宅融資 最大4,500万円
（据置3年・返済35年以内）

・災害援護資金 170万円

② 補修して住み続ける

必要な費用 1,000万円

自己負担

約676万円

借りられるお金（返済が必要）
・災害復興住宅融資（補修）最大2,500万円
（据置1年・返済35年以内）

・災害援護資金 170万円

③ 災害公営住宅に入る(3LDK相当)

必要な費用 家賃5万円／月

引ける支援

自己負担

入居時の費用のみ
引越し代等＋家賃5万円／月

借りられるお金（返済が必要）
・借入は原則不要です

早く再建に着手できます
事業の合意形成を待つ必要がありません

土地の安全性は変わりません
嵩上げ等を行わないため、浸水リスクは残ります

ポイント

※義援金、災害公営住宅の家賃額は過去の事例に基づく参考額であり、支給額・家賃額を保証するものではありません。

個人再建の特徴

被災者生活再建支援金 250万円
基礎50万円＋加算200万円

義援金 100万円

地震保険 0円
未加入

過去の実績を参考

引ける支援
被災者生活再建支援金 150万円
基礎50万円＋加算（補修）100万円

義援金 100万円

住宅の応急修理 73.9万円
災害救助法・現物給付

過去の実績を参考

被災者生活再建支援金 50万円
基礎のみ。公営住宅は加算対象外

義援金 100万円
過去の実績を参考
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■個人で再建する場合

ケース２ 高齢世代・全壊

①新築で建て直す

必要な費用 4,000万円

引ける支援

自己負担

約2,550万円

借りられるお金（返済が必要）
・災害復興住宅融資 最大4,500万円
（据置3年・返済35年以内）

・災害援護資金 170万円

② 補修して住み続ける

必要な費用 1,000万円

自己負担

0万円

③災害公営住宅に入る(1LDK相当)

必要な費用 家賃２万円／月

自己負担

入居時の費用のみ
引越し代等＋家賃２万円／月

借りられるお金（返済が必要）
・借入は原則不要です

70代・男性
夫婦２人家族
築50年
地震保険 加入済み
条件:火災保険2,000万円に対し保険金額を

上限の50%で設定し、地震保険で
「全損」と認定された場合。

建物被害 全壊

り災証明の「全壊」と保険の「全損
」は判定基準が異なります。

罹災証明が全壊でも、地震保険では
大半損（60％）等と認定される場
合があります。

※全壊と全損は違う?

支援と保険で費用をまかなえる見込み

※全壊（焼）の場合は、住宅が修理を行えな
い程度の被害を受けているため、基本的に
は対象とならないが、修理することで居住
することが可能となる場合は、個別に対象
とすることが可能である。

再建による費用負担について

注：義援金、災害公営住宅の家賃額は過去の事例に基づく参考額であり、支給額・家賃額を保証するものではありません。

地震保険の最大のメリットは、大地震や津波で被害を受
けた際の生活再建資金を迅速に確保できる点です

地震保険の支払割合
全損100％／大半損60％／小半損30％／一部損5％

地震保険があると
ポイント

被災者生活再建支援金 300万円
基礎100万円＋加算200万円

義援金 150万円

地震保険 1,000万円
全損の場合

過去の実績を参考

引ける支援
被災者生活再建支援金 200万円
基礎100万円＋加算（補修）100万円

義援金 150万円

地震保険 1,000万円
全損の場合

過去の実績を参考

引ける支援
被災者生活再建支援金 100万円
基礎のみ。公営住宅は加算対象外

義援金 150万円

地震保険 1,000万円
全損の場合

過去の実績を参考
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再建による費用負担について

被災者生活再建支援金

出典:高知市生活再建サポートブック
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再建による費用負担について

出典:石川県 https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kousei/gienkinbussi/r6notohantoujishingienkin.html
熊本県 https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/27/4787.html
熊本市（市独自加算）https://www.city.kumamoto.jp/kiji00312828/index.html
岩手県 https://www.pref.iwate.jp/shinsaifukkou/saiken/okane/1002454/1002455.html

被災区分 令和６年 能登半島地震
（石川県・第五次まで累計）

平成28年 熊本地震
（熊本県・最終）

東日本大震災
（岩手県・累計）

全壊 260万円／世帯 85万円／世帯 182.9万円／戸

大規模半壊 195万円／世帯 42.5万円／世帯
（半壊に含む）

113.3万円／戸
（半壊等）

中規模半壊 130万円／世帯 － －

半壊 65万円／世帯 42.5万円／世帯 113.3万円／戸

準半壊 55万円／世帯 － －

一部損壊 16万円／世帯 10万円／世帯
（修理費100万円以上） －

死亡・行方不明 260万円／人 100万円／人 182.9万円／人

義援金はどのくらい配分されたか（過去の災害の実績）

過去の実績の中央値より
低めに切り下げています

義援金の単価は
「募金総額 ÷ 被災世帯数」
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再建による費用負担について

出典:石川県 https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kenju/fukkou_kouei_jyouken.html
熊本県 https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/attachment/183843.pdf
宮古市 https://koeijutaku.com/miyakocity/restoration/qualification.html
岩手県 https://www.ikjc.or.jp/blog/news/6128/

災害公営住宅 家賃の事例（過去の災害の実績）

・一定以上の収入がある世帯については、家賃の上限額に段階的に引き上げられます
・高額所得者の場合、「目渡し義務」が生じ、一定期間が過ぎると退去していただく場合があります



・津波等により甚大な被害を受けた地区では、土地区画
整理事業等の面的な整備を行い、新たなまちづくりを
目指すことが想定されます。

・土地所有者から少しずつ土地を
提供してもらい(減歩)、道路・
公園などの公共用地に充当する
ことや、整備された街区に宅地
が再配置される(換地)という特
徴があります。

復興土地区画整理事業のイメージ
津波や地震によ
る揺れのため家
屋の多くが倒壊

被害を受けたみ
んなで街の復興
を考える

仮設住宅

道路が広くなって安
全な生活ができる

もしもの時に備え
た防災公園を整備

東日本大震災における土地区画整理事業(65地区)の実施状況
(東日本大震災からの復興の状況に関する報告 令和６年12 月 復興庁)

土地区画整理事業ってなに？

・土地区画整理事業は、道路・
公園などの公共施設の整備・
改善と宅地の利用増進を図り
、安全で快適なまちを実現す
るための事業です。

土地区画整理事業の仕組みは？

復興土地区画整理事業について

市川市震災復興マニュアル資料を活用させていただき加工
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区画整理による面的な嵩上げ
計画嵩上げ地盤高：～3.0ｍ想定
（都市計画道路面からの高低差：～１ｍ想定）

イメージ①
土地区画整理事業による沿道住宅市街地
※都市計画道路の嵩上げにより沿道宅地差の段差を減少

※嵩上げ高さや道路勾配等はイメージとして表現しています

嵩上げ市街地に接
続する区画道路

既存道路との接続

店舗等賑わい施設
の場合は既存道路
と接続した建築可
能とする

住宅の場合は地区
内部に嵩上げと同
じ区画道路ネット
ワークを整備
幹線道路に面する
場合は駐車スペー
スなど建築可能と
することも検討

イメージ②
既存幹線道路沿道における嵩上げ市街地形成イメージ
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【参考】事例：命を守るための１階の非居住階等緊急対策事業（東京都）

■事業概要

項目 内容

事業名 命を守るための１階の非居住階等緊急対策事業

対象建物 １階の非居住階等（原則、地上1、2階のIs値が0.4未満）を有するマンション

対象経費 １階の非居住階等の補強設計や補強工事に要する費用

補助率 2分の1（上限17,500,000円）

補助の活用にあたって
の支援

耐震診断を実施済みのマンションには、この補助金の対象となるか判断し、具体的な補強方法等
についてアドバイスをする専門家を無料で派遣する。また、耐震診断が未実施のマンションには、
区市と連携して耐震診断補助等の情報を提供する。

34
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復興(再建)対策の 事例紹介
被災した地域において、国・都道府県において、被災した中小企業等の施設・設備の復旧・再建支援のための補助
制度を創設し、支援に取り組まれています。災害の状況や自治体の取組により名称や取組が異なり、過去の主な施
策の事例を示します。

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業(グループ補助金)
被災した地域において、「地域経済の中核」を形成する中小企業等グループが復興事業計画を作
成し、県の認定を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備について補助を行う制度
東日本大震災では補助率：3/4(国1/2, 県1/4)

石川県なりわい再建支援補助金
被害を受けた石川県内に事業所を有する中小企業・小規模事業者等の工場・店舗などの施設 、
生産機械などの設備の復旧費用等を補助
補助対象者 石川県内に事業者を有する中小企業・小規模事業者等
補助金額 上限１５億円
補助率 ３/４（中堅企業等は１/２）

中小企業等グループ施設等復旧整備補助金（グループ補助金）

被災した中小企業者等の施設・設備の復旧を支援。復興のリード役となり得る「地域経済の中核」
を形成する中小企業等２社以上がグループを構成して復興事業計画を作成。県の認定を受けた場合
に、グループに参加する中小企業が、施設・設備の復旧に係る支援を受けられる制度。
・対象経費：施設・設備の復旧費用・補助率：３/４（国：１/２、県：１/４）
※県負担分の95％は交付税で措置
※企業負担となる１/４相当分は無利子融資も利用可能

令和６年能登半島地震および令和6年奥能登豪雨

熊本地震

東日本大震災

持続化補助金（災害支援枠）
被災小規模事業者による設備・施設の復旧費や販路開拓の取組に対する補助、最大200万円
まで２/3補助、県が100万円まで上乗せする補助あり
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これまで、被災した地域において、国・都道府県により中小企業等の再建に向けた体系的な支援に取り組まれています。能登半島地震に
おける事例を下表に示します。
なりわい再生の支援施策の体系 石川県HPhttps://www.pref.ishikawa.lg.jp/kinyuu/keieishien/documents/20251117_shienichiran.pdf 

○観光復興に向けた支援
・風評対策として、観光地や交通機関の現状に関する正確な情報の発信、観光プロモーショ
ンの重点的実施
・「北陸応援割」（３～４月、補助率50％、最大20,000円／泊）。
・ふるさと納税の積極的な活用による特産品販売、旅行等の促進
・観光関連事業者の支援（なりわい再建支援事業等の活用）（再掲）
・観光地の復旧計画の策定・実行支援、まちづくり支援、コンテンツ造成の支援等。

設備や施設の復旧

営業再開に必要な仮施
設等

新たな業種・事業・市
場への挑戦

新たな起業・第三者承継

商店街が所有する
設備や施設の復旧

イベント等による商
店街の賑わい創出

伝統工芸事業者
の事業再開

雇用の維持

人材の確保

復興(再建)対策の 事例紹介
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能登半島地震からの復旧・復興に向けて、農業用機械等の再建・営農再開・資金繰り等の支援、棚田の復旧や観光とも連携した持続可
能な里山づくり、漁船等の復旧・漁場環境の回復への支援、里海資源を活かした海業振興等の支援が実施されています。

〇農業関係
・農地・施設の復旧と一体的に行う水管理の効率化、排水能力の向上等

(国庫補助率の嵩上げ（農地85%→96%、農業用施設94%→98%）

・被災農業者等への金融支援 （貸付当初５年間の実質無利子化等）

・農業用機械、農業用ハウス・畜舎等の再建・修繕等支援
(補助率 農業用ハウス等 共済金と合わせ1/2、農業用機械・畜舎等1/2 )

・共同利用施設や卸売市場等の再建・修繕等（補助率1/2等）

〇林業関係
・被災した山林施設の早期復旧を支援
（激甚指定による災害復旧の国庫補助率の嵩上げ、林道83%→93%等）

・荒廃地における治山対策・森林整備の支援 （補助率1/2等）

・木材加工流通施設、特用林産振興施設等の復旧・整備等支援（補助率1/2）

（林業・木材産業循環成⾧対策 木材加工施設 上限500万円等）

〇水産関係
・災害復旧事業等による漁港、海岸等の早期復旧の支援
（激甚指定による補助率嵩上げ 漁港等の公共土木施設70％→83％）

・海業振興等の漁港機能強化対策等を実施 （補助率1/2等）

・漁船・漁具、養殖施設、水産業共同利用施設の復旧支援（補助率1/2等）

・被災漁業者等への金融支援 （貸付当初５年間の実質無利子化等）

※写真・イメージは東日本大震災

復興(再建)対策の 事例紹介
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工場・店舗などの施設、生産機械などの設備の復旧
石川県、富山県、福井県、新潟県所在の令和６年能
登半島地震等の被害を受けた中小企業等に対して、
工場・店舗などの施設・生産機械などの設備の復旧
費用を補助

施設・設備の迅速な復旧
(令和６年能登半島地震等 中小企業特定施設
等災害復旧費補助金（なりわい再建支援事業)

小規模事業者における販路の開拓
(被災地域販路開拓支援事業（小規模事業者持続
化補助金）)

施設の復旧や共同店舗新設・再配置
(熊本地震における中小企業組合等共同施設等
災害復旧事業（中小企業等グループ補助金）)

熊本地震により広範囲かつ甚大な被害を受けた地域
（熊本県）を対象に、中小企業等グループの復興事業
計画に基づきグループに参加する事業者が行う施設
復旧等や、商業機能回復のための共同店舗の新設な
どに要する費用の補助

熊本地震の影響を受けた九州地方の小規模事業者が
商工会・商工会議所と一体となって取り組む販路開
拓や生産性向上を支援。
約1,500者の販路開拓、業務効率化・生産性向上を支
援し、販路開拓につながった事業の割合を80％とす
ることが目標。

中部経済局 なりわい再建支援補助金の活用事例より引用

国土交通省四国建設局HPより引用

観光宿泊施設の復旧
(東日本大震災『中小企業等グループ施設等復旧
整備補助金』（グループ補助金）)

グループ補助金活用事業者事例集(2021年2月9日東北経済産業局)より引用

復興(再建)対策の 事例紹介

小規模事業者のビジネスプランに基づく経営を推進するため、
商工会・商工会議所と一体となって経営計画を作成し、販路開
拓に取り組む費用を支援します。
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農地の大区画化や効率的な土地利用の実現

農地の復旧にあわせたほ場の大区画化
への取組

原町東地区（福島県南相馬市)地区面積：525ha）は
、生産性の高い大規模な営農を展開するため、被害が甚
大であった農地の復旧と併せて、ほ場の大区画化（10～
30a→標準区画1.2ha）を 実 施 。

防災集団移転促進事業と連携して農業農村整備事
業を実施し、高台への集団移転と併せて、移転跡
地を含めた農地整備を2県1 0市町1 7地区で進め
ており、1 5地区で整備が完了（令和６年３月
末時点）

宮城県南三陸町の南三陸地区（西戸川工区）では、
復興交付金を活用して「農地整備事業」と「防災
集団移転促進事業」を一体的に実施し、住宅地の
移転に必要な用地の創出や、移転跡地を含めた農
地整備を行うことにより、事業期間の短縮と、効
率的な土地利用を実現。

気仙沼漁港・石巻漁港等においては、
水産加工団地の土地の嵩上げ工事や高度衛生管
理に対応した荷さばき所の整備などを実施。

農業農村整備事業と防災集団移転促
進事業の連携

被災した漁港や水産加工施設の
整備

東日本大震災における被災状況

復興(再建)対策の 事例紹介
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釜石市のA保育園は、震災当時、海岸から約 1kmの場所に位置しており、木造平屋建てで定員は 60名であった。園舎は 4.0mの
津波により全壊。
震災から 13日後の 3月 24日より 同じ社会福祉法人が運営する他の2つの保育園に園児をわけて、臨時保育を再開。その後、 4
月 13日より集会所を臨時保育場所として借りて、 A保育園としての保育を再開。
全壊した園舎の土砂や瓦礫の撤去はめどが立たず、新たな土地への移転が必要となり、 6月に建設候補地の調査を始めた。約 4
か月間の建設候補地の調査・検討を行った後、行政と相談を重ね 3つの候補地にしぼった。 12月に保護者アンケートなども参考
に理事会にて建設候補地が決定。平成 24年 3月頃より建設候補地の農地転用の申請を行ったが、申請に約 7か月を要し、農地
転用許可となったのは 10月。 12月より施工が開始され、約 5か月後の平成 25年 5月に竣工。平成25年 6月 17日より新園舎での
保育再開。
資金については、平成 24年 5月に社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金の申請を行い、その約 4か月後の 9月に岩手県庁に
よる査定検査を受け、 12月に補助金の内示があった。また、ユニセフやカリタスジャパンなどからの資金援助もあった。

(2) 保育園復興プロセス事例 徳島大学 建築計画研究室 福島 圭二氏論文(令和4年 2月 9日提出）による
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心の復興（東日本大震災等の事例）

避難生活の⾧期化、被災者の分散化など復興までに⾧期間の時間を要すると、その間の人口流出やコミュニティの
崩壊が起きるなどの課題があります。このため、大規模災害時等は、被災・避難による被災者の心のケアや、地元
を離れた住民をつなぎとめ、関係性を維持するための取り組みが非常に重要です。

住まいと暮らしの再建

誰もが再び日々の生活を取り戻すことができる被災者、一人ひと
りに寄り添う復興を目指します。

〇様々な手法を組み合わせ、安全で快適な居住環境を迅速に整える

なりわいの再生

〇産業活動の早期再開と地域資源の活用により、経済の再生を図る
多様な資源や潜在的な可能性など地域の特性をいかした復興の実
現を推進します。

歴史・文化の保全と継承

〇「ふるさと」に愛着を持ち、暮らし続けていくうえで。心の支えと
なる歴史・文化を大切にする地域づくりを進めます。

被災後も、脈々と地域に根ざした歴史や文化などの地域資源を次
世代に継承する。

地域共生社会の実現

〇コミュニティ活動の促進や地域防災力び向上により、地域共生社会
を実現する

地域のあらゆる住民が役割を持ちながら支え合う「地域共生社会」
の実現を目指します。
仮設住宅や集団移転先での新しいコミュニティに対応するため、町
内会や民生委員・児童委等の住民による地域の見守り活動再開につ
いて、支援を行います。

災害発災後、市民一人ひとりの心の復興を目指して文化活動の再
開を支援し、芸術や歴史、食、まんがなどの文化振興によるまち
づくりを推進します。

被災した事業者に対して、新たな事業再建用地等の情報提供を行
い、商工会議所等との連携のもと経済的支援等を実施するなどし、
雇用維持・確保を図ります。

被災者の不安や抑うつ等の心の問題に早期に関わり、心身の健康
の維持増進に努めます。また、地域とのつながりを再構築し、孤
立化を防ぎます。

高知市事前復興まちづくり計画（復興基本方針）基本理念抜粋

東日本大震災被災地の事例
若い世代が集まって、ボランティアで夏祭りを開催し、地域のアイデン
ティティを確認し、故郷へ戻ることへの意識を高めたり、復興ニュース
を発行し「わすれられていない」という安心感と期待感の維持を図った。

ボランティアも参加した石巻川開き祭りの様子
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